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Ⅰ．内航海運の役割
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１．我が国物流における位置付け

内航海運の現状 第９回基本政策部会資料より
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１．我が国物流における位置付け

海運モーダルシフトの現状 第１０回基本政策部会資料より

昨今のトラック運転手不足やトラック輸送における労働時間規制等を背景に、内航海運における雑貨貨物の輸送トンキロは
増加傾向にある。

「交通政策基本計画」（平成２７年２月１３日閣議決定）において、令和２年度までに海運モーダルシフト貨物の輸送量を３６７
億トンキロ（平成２４年度比１０％増）とする目標が定められており、海運へのモーダルシフトのさらなる推進が必要である。

海運モーダルシフトを担う船舶海運モーダルシフトの現状と目標

（出典）「内航船舶輸送統計」等より国土交通省海事局作成

【主なRORO定期船】

隻 数：65隻
総トン数：453,491トン
事業者数：18事業者
航 路 数：36航路

【主なコンテナ定期船】

隻 数：25隻
総トン数：34,670トン
事業者数：７事業者
航 路 数：30航路

【主な中長距離フェリー】

隻 数：59隻
総トン数：652,107トン
事業者数：17事業者
航 路 数：20航路

（出典：国土交通省海事局調べ、及び「海上定期便ガイド2018」（海上定
期便友の会／内航ジャーナル(株)発行）より国土交通省海事局作成）
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２．内航海運の特性 （１）効率的な輸送モード

経済性・効率性の高い物流モード 第９回基本政策部会資料

内航船舶１隻 ＝
10トントラック

160台分

トラック（10t）
概ね１６０台分

〔輸送量〕
タンクローリー
(16kl型)60台分

タンクローリー
（16kl型）
６０台分

〔輸送量〕

※全長10m/台 × 60台

〔交通渋滞〕
約600m分の道
路占用に相当

なし ＜

【499総トンの一般貨物船の場合】 【499総トンのタンカーの場合】

船舶による輸送の効率性

５人 ＜ １６０人〔労働力〕

※全長12m/台 × 160台

〔交通渋滞〕 なし ＜
約2km分の道
路占用に相当

内航船舶１隻 ＝

５人 ＜ ６０人〔労働力〕

内航海運は、代表的な船型である４９９総トンの船舶１隻で１０トントラックの約１６０台分に相当する輸送が可能である等、経
済面・環境面において優れた特性を有している
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２．内航海運の特性 （２）環境に優しい輸送モード

海運モーダルシフトの重要性 第９回基本政策部会資料より

内航海運は、同じ重さの貨物を運ぶ際に排出するCO２量がトラックの約１／６以下と環境に優しい輸送機関である。

「交通政策基本計画」（平成２７年２月１３日閣議決定）において令和２年度までに海運モーダルシフト貨物の輸送量を３６７億
トンキロ（平成２４年度比１０％増）とする目標が定められていることを踏まえ、海運へのモーダルシフトのさらなる推進が必要
となっている(平成30年度実績：３５１億トンキロ）。

１トンの荷物を１km運ぶ際に排出するCO2量 海運モーダルシフトの現状と目標

（出典）「内航船舶輸送統計」等より国土交通省海事局作成
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（出典）温室効果ガスイベントリオフィス：「日本の温室効果ガス排出量データ」、
国土交通省：「鉄道輸送統計」、「自動車輸送統計」、「内航船舶輸送統計」
より国土交通省作成

約１／６以下
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２．内航海運の特性 （３）災害発生時の役割

災害発生時の対応 （例：平成30年7月西日本豪雨における海上輸送） 第９回基本政策部会資料

③

②
① ④

⑤

斎島

平成３０年7月豪雨による土砂崩れ等で道路や鉄道で通行止めや運休が発生する中、自治体等の要請を受け、海運事業者
が生活物資や復旧に必要な物資の輸送を実施。

JR山陽本線が一部不通の状況となったことを受け、通運事業者からの要請により、海運事業者が、JR貨物コンテナの代行輸
送を実施。

① 呉 ～ 下蒲刈島
② 広島 ～ 呉
③ 広島 ～ 天応・呉
④ 広島 ～ 大崎下島

豊島・斎島
⑤ 坂 ～ 大黒神島

大黒神島 ～ 広島

（１）物資輸送にかかる主な取組例

○JR貨物のコンテナ輸送について、7月12日
から船舶による代行輸送を実施（9月28日

発を以て終了）。
○代行輸送による輸送量は、12フィートコンテ

ナ換算で20,842個。

【具体的取組】
・大阪～博多航路の輸送

（1回当たり12フィートコンテナ80個）
・北九州～岡山航路の輸送

（1回当たり12フィートコンテナ80個）

（２）JR貨物の代行輸送について

（平成30年10月17日(水 ) JR貨物プレスリリースより）

要請者 輸送日 要請内容
実 績

輸送区間 輸送船舶 輸送品

① 電力会社 7月9日
物資の
輸送

呉 ～ 下蒲刈島
自動車
渡船

重機、電柱

②
スーパー
マーケット

7月10日
～16日

物資の
輸送

広島 ～ 呉
自動車
渡船

生鮮食料品

③ 医療機関
7月10日
～12日

病院向け
物資の輸送

広島 ～ 天応、呉 貨物船
水、食料、
医療資材

④ 自治体
7月12日
～14日

食料の
輸送

広島 ～
大崎下島・
豊島・斎島

小型船舶
食料（弁当、
パン、水）

⑤ 自治体
8月2日

～9月7日
災害土砂の

搬出
坂

大黒神島
～
～

大黒神島
広島

プッシャー、
バージ

災害土砂
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３．内航海運への期待

荷主ヒアリングの結果概要 第１２回基本政策部会資料より抜粋

内航海運への期待（産業基礎物資系荷主）

内航海運の位置
づけ

長距離・大量輸送に優れた内航海運による安全・安定供給は欠かせない。（鉄鋼や石油といった
産業基礎物資は）トラックだけでは運びきれない。

工場の統廃合により工場間の距離が伸びれば、内航海運を使う機会が増える可能性あり。

生産性向上 業界がリーダーシップを取り、荷主のみならず、行政、港湾荷役事業者、倉庫事業者をも巻き込
んで内航海運の生産性向上に取り組んでいただきたい。

その他 揚げ地側の港湾設備や貨物のロットの関係で、199トンクラスの小型船及びこれに乗り組む船員
も一定数必要（離島等）。

内航海運への期待（雑貨系荷主）

トラックドライバー不足だけではなく災害への対応の観点からも、複数の輸送ルートの確保は重要であり、鉄道の
輸送能力にも限界があることから、海運の活用を強化していきたい。

今後は500km前後又は未満でも海上輸送ルートがあれば活用していきたい。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅱ．内航海運を取り巻く状況



１．近づく内航海運暫定措置事業の終了

内航海運における船腹需給対策 ～船腹調整事業の開始 第１４回基本政策部会資料

船腹調整事業実施下においては、既存船を解撤等（スク
ラップ）して新船を建造できる資格が、「引当資格」として一
種の営業権の価値を持ち、船舶そのものとは別に単体で

売買されたり、金融機関の融資の担保にもされた。

戦後の内航海運は、石炭が主要な輸送貨物だったが、昭和３０年代半ば以降、石油へのエネルギー転換に伴
い石炭の輸送需要が低下、貨物船が船腹過剰状態に陥り、過当競争による事業者の経営環境悪化を招く。

このため、船腹の需給調整を行い船腹過剰状態を解消し、過当競争からの脱却を図るため、昭和４１年よりス
クラップ・アンド・ビルド方式による「船腹調整事業」を開始。

内航海運事業者は、船舶の建造にあたり、自己所有船舶
等の既存船の解撤等（スクラップ）が必要。

日本内航海運組合総連合会（内航総連）が、既存船の台
帳を管理するとともに、船舶の建造等を承認。

解撤等する船舶の重量トン数以内の新造舶の建造を承認
することにより需給を調整。

船 腹 調 整 事 業 の 概 要
（内航海運組合法第８条第１項第５号により内航総連が実施、同法第１２条により国土交通大臣が調整規程を認可。）
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１．近づく内航海運暫定措置事業の終了

内航海運暫定措置事業導入の契機 第１４回基本政策部会資料

規制緩和推進３か年計画（平成10年３月31日閣議決定）抜粋

■規制緩和推進計画（平成7年3月、閣議決定）
→ 個別法による独占禁止法の適用除外カルテル等制度については、平成10年度末までに原則廃止する観点から見直しを行い、平成7年度末までに

具体的結論を得る。また、その他の適用除外カルテル等制度についても、引き続き必要な検討を行う。

■内航海運船腹調整事業を解消するための方策について（平成10年3月 海運造船合理化審議会答申）
→ 内航海運暫定措置事業を導入することにより、現在実施されている船腹調整事業を解消すべきであると結論。

■規制緩和推進３カ年計画（平成10年3月 閣議決定）
→ 各種参入規制を緩和・撤廃、国際的整合化等の方向で見直しを行う。その際、外国事業社・外国製品等我が国市場への参入阻害要素の除去と

いう観点を重視する。特に、需給調整規制については、撤廃の方向で見直すとともに、設備規制、料金規制などについても見直しを行う。

主な規制緩和の流れ

事項名 内航海運業における船腹調整制度及び運賃協定

措置内容
(a) 内航海運運業における船腹調整事業については、できるだけ短い一定期間を限って転廃

業者の引当資格に対して日本内航海運組合総連合会が交付金を交付する等の内航
海運暫定措置事業を導入することにより、現在の船腹調整事業を解消する。

(b) 内航タンカー運賃協定及び内航ケミカルタンカー運賃協定を廃止する。
実施予定時期 平成10年度早期

分野別措置事項
５ 運輸関係

（５）海上輸送事業等
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１．近づく内航海運暫定措置事業の終了

船腹調整事業の解消 ～内航海運暫定措置事業の導入 第１４回基本政策部会資料

日本内航海運組合総連合会
（内航総連）

船腹調整事業について、意欲的な事業者による事業規模の拡大や新規参入が制限されるなどの弊害が生じ
たとの指摘もあり、「規制緩和推進３カ年計画」（平成１０年３月閣議決定）を受け、船腹調整事業を解消。

同事業の解消により、船舶の建造の際に既存船の解撤等が不要になったことで「引当資格」が無価値化。

このため、「引当資格」の無価値化による経済的影響を最小限に抑えるためのソフトランディング策として、平
成１０年４月に「内航海運暫定措置事業」を導入。

内 航 海 運 暫 定 措 置 事 業 の 概 要
（内航海運組合法第８条第１項第５項に基づき内航総連が実施、同法第１２条により国土交通大臣が規程を認可。）

① 船舶を建造する者は、内航総連に納付金
を納付。

② 内航総連は、船舶を解撤等する者に対し

て交付金を交付。
※対象船舶は、平成11年9月末までに内航総連の船

舶原簿に登録された引当資格を有する船舶。

③ 内航総連は、事業費の不足分をJRTTから

借入れ。

④ 国は、③に係るJRTTによる民間金融機関
からの借入れに対し政府保証を実施。

⑤ 収支相償った時点で本事業は終了。
※なお、交付金交付事業は、平成27年度をもって引当資格

を有していた対象船舶が全てなくなり終了。

船舶を解撤等
する者

船舶を建造
する者

民間金融
機関

（独）鉄道建設・運輸
施設整備支援機構

（JRTT）

④政府保証

借入

返済

③借入③返済

①納付金 ②交付金
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２．船員の高齢化と船員不足への懸念

内航船員の働き方改革の必要性について① 第９回基本政策部会資料

（2017年10月現在）

人手不足による「物流危機」は内航海運の分野においても進行中。

内航船員は高齢化が著しく、今後の事業継続に支障が生じないよう、若年船員の確保・育成が必要であり、「働き方改革」
が進んでいる陸上職に劣らず魅力的な職業にしていくことが不可欠。

〇内航船員数の年齢構成
・高齢化が改善傾向にはあるものの、依然として約半数が５０歳以上

〇船員の月間有効求人・求職数及び有効求人倍率の推移

〇内航海運業を継続していく上での課題

出典：内航海運事業者に対する経営実態調査（平成28年）

・有効求人倍率は、近年、２倍を上回る状況が続いている。

・事業継続の上での課題として、「船員確保が困難」との回答が最多（36.5％）

出典：海事局調べ

○海事局調べによる。

2倍

有効求人倍率の推移（季節調整値）

1.5%
8.4%

8.1%
7.4%
7.6%

9.7%
10.2%

11.0%
13.2%

12.6%
7.6%

2.6%
0.1%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0%

20歳未満
25歳未満
30歳未満

35歳未満
40歳未満
45歳未満

50歳未満
55歳未満
60歳未満

65歳未満
70歳未満
80歳未満

80歳以上
50歳以上：47.1％ 船員の月間有効求人・求職数の推移
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２．船員の高齢化と船員不足への懸念

内航船員の働き方改革の必要性について②

船員は、陸上職に比して長時間労働となっている上に、陸から離れ孤立した船上という職住一致の環境での長期間連続乗船
など、厳しい就労環境下に置かれている。

陸上職における取組みも参考にし、労働時間の把握・管理、休暇の取得、健康の確保のあり方など、特に若者や女性の目線
から求められる取組が必要。
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【月間総労働時間】

○「 平成29年船員労働統計」及び「毎月勤労統計調査平成29年6月分結果確報」により作成

働き方改革を推進中

【転職した理由 （海技教育機構卒業生 回答） 】

出典：海技教育機構の卒業生に対する卒業後の動向に関するアンケート調査結果(平成28年１月29日）

※複数回答

内航船員という職業を、働き方改革が進んでいる陸上職と比べても劣らず魅力ある職業へと変えていく必要。

第９回基本政策部会資料より

13



３．脆弱な事業基盤や船舶の高齢化

内航海運業の産業構造と経営状況 第１２回基本政策部会資料

内航海運業は少数かつ大規模な荷主企業の下で、少数の元請けオペレーターが当該荷主企業の輸送を一括して担う傾向と
なっている。さらに、これらの元請けオペレーターの下に、２次請け以下のオペレーターが専属化・系列化するとともに、各オ
ペレーターの下にオーナーも専属化・系列化する構造となっている。

事業者全体の９９．７％が中小企業者であり、船舶という高額な生産設備への投資が必要であるため、固定比率や負債比
率が６１１％、７４４％と他産業と比べて著しく高く、「低い収益性」と「巨額な投資」という矛盾した事業環境に置かれている。

（出典）法人企業統計調査（平成29年）、
内航海運業報告規則に基づく内航課調査（平成29年）

経営状況
（１者当たり平均）

内航海運業
（オーナー）

陸運業 全産業

売上高（千円） 433,402 641,884 552,702

営業利益（千円） 7,302 40,905 24,141

営業利益率
（営業利益／売上高）

1.7% 6.5% 4.4%

固定比率
（固定資産／自己資本）

610.7% 237% 134.1%

負債比率
（負債／自己資本）

744.2% 210.7% 139.8%

内航海運業の経営状況内航海運業の産業構造

オペレーターの特定荷主
への専属化・系列化が進
展している

自社船のほかオーナーから船舶を
用船し、荷主 と運送 契約 を締結、
運賃を収受して積荷を運送する。

オーナー オペレーター

全産業と比して半分以下

全産業と比して約5倍

用船契約

荷主

オペレーター 1.494者

オーナー 1,378者

運送契約 運賃

用船料

船員雇用 船舶購入

※届出を含む全事業者は
2,872業者
但し、休止事業者476者
を除く(2019年末)

９９．７％が
中小企業者

船舶を所有し、船員の雇用や船舶
の管理を行 い、オペレーターに船
舶を貸渡す。 14



３．脆弱な事業基盤や船舶の高齢化

産業基礎物資の生産見通し・荷主企業の経営統合の状況 第１１回基本政策部会資料

産業基礎物資の生産等の状況については、過去のピーク時から減少してきており、今後の生産見通しも、いずれも減少もしく
は横ばいと見込まれている。

荷主企業においては、国内市場の縮小、国際競争の進展等を背景に企業間の経営統合が一層進行している状況にある。

鉄 鋼

粗鋼生産量
・ピーク時（2007年）：1.2億トン（現在の1.1倍）
・現在（2018年）：1.03億トン
・将来生産見通し：横ばい

石 油

石油需要量
・ピーク時（1999年）：2.5億㎘（現在の1.4倍）
・現在（2018年）：1.68億㎘
・将来の生産見通し：減少

セメント

セメント生産量
・ピーク時（1996年）：1億トン（現在の1.6倍）
・現在（2018年）：6千万トン
・将来の生産見通し：微減

ケミカル

エチレン生産量
・ピーク時（2007年）：770万トン（現在の1.2倍）
・現在（2018年）：616万トン
・将来の生産見通し：減少

将来の生産見通し 荷主企業の経営統合の状況

2002年 2019年
鉄鋼製造事業者 ５社 → ３社
（高炉メーカー）

2002年 2019年
石油元売り事業者 ７社 → ３社

2002年 2019年
主要セメント製造事業者 ３社 → ３社
（※国内販売の80％占有）

2002年 2019年
ポリエチレン製造事業者 ９社 → ８社
ポリプロピレン製造事業者 ６社 → ４社

※本資料は、（一社）日本鉄鋼連盟、石油連盟、石油化学工業協会、（一社）セメント協会へのヒアリング結果、及び各団体等概要資料、経済産業省、資源エネルギー庁
資料を基に国土交通省海事局内航課が作成したものである。
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３．脆弱な事業基盤や船舶の高齢化

保有隻数別の事業者数の推移（オーナー） 第９回基本政策部会資料より

（出典）国土交通省海事局内航課調べ

保有隻数１隻のいわゆる一杯船主の数は、平成２２年から１０年で３２％の大幅な減少となっているものの、依然として８４０
事業者を数え、半数を超えている。
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３．脆弱な事業基盤や船舶の高齢化

事業者数及び船腹量の推移

1,634 1,610 1,589 1,553 1,551 1,535 1,518 1,510 1,504 1,515 1,493 1,494 

1,990 1,884 1,819 1,775 1,696 1,630 1,580 1,530 1,500 
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（出典）国土交通省海事局内航課調べ

内航海運事業者数は、１０年間で約１６％減少しており、特にオーナーは約２４％と大幅に減少

内航船の船腹量は、隻数ベースでは減少傾向にある一方で、１隻当たりの平均総トン数は増加傾向にあり、船舶の大型化が
進展

内航海運事業者数の推移
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第９回基本政策部会資料より
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３．脆弱な事業基盤や船舶の高齢化

内航船の船齢構成（隻数ベース）の推移 第１４回基本政策部会資料より
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新造船

船腹調整事業 内航海運暫定措置事業
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４．自動運航技術等の新技術の進展（前段）

新技術等の活用による内航海運の生産性向上に向けた取組 第１５回基本政策部会資料

○目的

海運等海事産業の効率性・生産性の向上、海上安全の一層の向上、船員の労働環境の改善、職場の魅力向上

○取り組むべき技術的施策

IoT・ビッグデータなどの先進的な技術を活用した船舶・舶用機器等の研究開発に対して支援。

2025年までのフェーズII自動運航船（船員がとるべき行動の具体的な提案を行う船舶、陸上からの船上機

器の直接的操作も可能となる船舶）の実用化を目指し、コア技術となる自律操船技術、遠隔制御技術、自

動離着桟技術等について実証。

遠隔から船舶を操作するための船舶外の設備の要件の整備等を2020年目途に実施。

高度な予防保全に基づくリスクベース検査等が実現できる可能性が高まることから、新時代にふさわしい

検査・測度制度のあり方について検討。遠隔船舶検査（画像・音声による合否判定）等について、速やか

に試行（トライアル）を実施。

海事局は、交通政策審議会海事分科会イノベーション部会答申（平成28年６月）／報告書（平成
30年６月）等に基づき、内航海運の生産性向上等に繋がる取組を推進。

交通政策審議会海事分科会海事イノベーション部会報告書（平成30年6月）（抄）

〇内航海運の課題解決に向けた取り組みを通じた新しいビジネス分野への展開促進

内航海運の課題解決に取り組むことは、様々な課題解決策を練り上げるための良好なプラットフォームで

あると位置づけることができる。

内航海運の課題とはつまり船員業務の補助と理解。技術の導入によりどれくらいのメリットがあるのか、

どれくらいまで規制を緩和できるのか、といったターゲットが示されると取組が進みやすいと思う。

海事産業将来像検討会（第2回結果概要）（令和2年1月）（抄）
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４．自動運航技術等の新技術の進展（前段）

内航船への新技術等の活用イメージ 第１５回基本政策部会資料

陸 上 拠 点

船舶デー タ管理セン ター

【船載システムによるサポート】
• 操船支援システムによって、障害物の自動

検知や避航航路の選定を支援
• 書類作成・報告業務等の自動化、電子化
• 遠隔健康診断やヘルスモニタリングデバイス

等による船員の健康管理支援

船載システムによる船員サポート

【離着桟の自動化】
• 離着桟操船の自動化・半自動化
• 陸上側施設との連携

離着桟の自動化

• 陸上拠点から機関・設備等の状態監視、陸上から船上船員
への保守管理等のアドバイス

• 陸上拠点からの見張り・操船業務の補助、支援
• 船員や機関等に精通した技術者が遠隔からサポートすること

で、安全性を維持しつつ、船上の労働負荷を低減

機関等の遠隔監視と陸上拠点からのサポート

【離着桟の自動化】
• 運転データ等の船舶検査等への活用
• 運航管理の高度化への活用
• 機器・システム開発へのフィードバック

データの蓄積と利活用

【離着桟の自動化】
• 荷役（特にタンカー荷役）の自動

化による労務負荷軽減

荷役の自動化

20



４．自動運航技術等の新技術の進展 （１）高度船舶安全システムによる労働負荷低減効果等の検証

新技術等の活用による生産性向上に向けた最近の取組(1) 第１５回基本政策部会資料

【高度船舶安全管理システム】（システム概要は、次ページ参照）

陸上からの遠隔監視でエンジンの運転状態等のデータを収集し、エンジントラブルの予兆診断等を行うシステム
既導入の内航船14隻から得られるデータの活用と新技術の導入により、システム運用当初（H22）と比べ、以下
のとおり改良

【最新の高度船舶安全管理システムの評価に向けた実船検証】

「さがみ」を活用した１ヶ月間の実船実証を実施
部員を1名乗り組ませ、一等機関士の代わりに業務に従事
エンジンの始動を部員1名で行うことを含め、問題無く運航出来ることの確認が目的

新技術の概要

新技術の実用化に向けた取組

機関部職員1名（＋部員1名）で、安
全上のトラブルは生じず。

緊急時を想定した主機関の発停作
業も部員にて対応可能であった。

検証状況
（2月27日～3月22日までの状況）

解析能力の向上による不具合の早期発見とそれによる運航の柔軟性向上
新しい解析手法の開発により、シリンダ異常等の早期検知・誤検知低減、また、診断速度６割向上

システムの故障率低減による信頼性向上
新型センサ類の開発により、堅牢性向上

船 名 さがみ（高度船舶安全管理システムを搭載した機関区域無人化船）

船 舶 所 有 者 井本船舶株式会社

船 種 等 コンテナ専用船（総トン数2,464トン、積載量400TEU）
機 関 出 力 3,309kW×1機（阪神内燃機工業(株)製主機関 LH46LA）

通 常 の

乗 組 員 数

甲板部6人：船長、一等航海士、二等航海士、部員3人
機関部2人：機関長、一等機関士
司厨部1人：司厨員 計9人

エンジントラブルの兆候をより早く、より確実に捉えられるようになり、メンテナンスに手間のかか
る大規模トラブルに陥りにくくなったため、船員の労働負担はシステム運用当初より軽減されてい
る。
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４．自動運航技術等の新技術の進展 （１）高度船舶安全システムによる労働負荷低減効果等の検証

高度船舶安全管理システムの概要 第１５回基本政策部会資料

陸上からの遠隔監視で主機の運転状態などのデータを収集し、エンジントラブルの予兆診断
などを行うことで、安全レベルを維持しつつ、運航の効率化や労働負荷の低減などを実現
する「遠隔監視技術」の導入が進んでいる。

そのひとつである高度船舶安全管理システムは、既に14隻の内航船で導入の実績あり。さ
らに、そのうちの７隻では、通常より少ない職員による運航の実績を積み重ねており、安全
と運航効率化・労働負荷低減が両立。

＜船舶側＞
(1)機関センサー

(2)機関情報
モニタリング装置

(3)船陸間通信装置

＜陸上側＞
(1)機関診断システム

(2)船陸間通信装置
(3)データ処理サーバー

陸上から主機関の

状態監視・診断

船陸間通信安全管理ネットワーク

• 航行の安全の確保、運航効率化、労働負荷の低減等に大きく寄与

• データの蓄積等も進みつつあり、今後、利活用の幅が一層広がることが期待
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４．自動運航技術等の新技術の進展 （２）内航船主、舶用事業者等による新技術の開発やその適用による労働環境改善等に向けた検討

新技術等の活用による生産性向上に向けた最近の取組(2) 第１５回基本政策部会資料

【デジタル電動ウインチ】

新技術の概要

新技術の実用化に向けたプロジェクト

1.40m
[ 3号機 ]

1.76m
[ 初号機 ]

0.82m
[ 開発中 ]

499GTに
搭載可！

【内航ミライ研究会】

○内航ミライ研究会の取組事例

内航海運業、内航造船所等が集積する瀬戸内を中心に、内航船の「ミライ」を研究する

ための組織「内航ミライ研究会」が発足。

離着桟の合理化をはじめとして、内航船の労働環境改善、簡素化、合理化等につなが

る技術開発、情報共有、情報発信などに取り組んでいる。

同研究会のメンバーが取り組んでいる離着桟・荷役の合理化のための技術開発を海

事局も支援。（上記のデジタル電動ウインチ ： i-Shippingオペレーション事業）
〇メンバー（発足時）

電動ウインチの開発 ウインチのデジタル制御

トモ1名

操作者
（＋監視各1名）

オモテ1名

電動ウインチをデジタル集中制御。
→ ブリッジ1名で操作可能。

ウィンチを
集中制御

ブリッジ1名

操作者（＋監視

オモテ・トモ各1名）

SKウインチ、イコーズ等

【船主】 イコーズ、えびす商会、三洋汽船、新生海運、菅原ジェネラリスト、鍋島回漕店、雄和海運
【舶用事業者等】 SKウインチ、石田製綱、ナカシマプロペラ、ハクヨウ、シスディブリンク、パレット社、藤設計

労働環境改善等を図るため、内航船の運航のあ
らゆるフェーズを3名でオペレーション可能とすること
等を目指し、デジタル電動ウインチの開発等、着桟
作業等の効率化に向けた取組を推進中。

現在の離着桟
オモテ2名、トモ2名
[操作・監視]
ブリッジ1名[指示]
→ 5名総員配置

オモテ1名、トモ1名[監視]
ブリッジ1名[操作]
→ 着桟3名体制実現

デジタル電動ウインチ導入後
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４．自動運航技術等の新技術の進展 （３）内航船の電動化と機関部作業の簡素化に向けた取組

新技術等の活用による生産性向上に向けた最近の取組(3) 第１５回基本政策部会資料

新技術の概要

新技術の実用化に向けたプロジェクト
【わだつみプロジェクト】

発電機の発停等には、付属機器の操作及び複数の発電機の並列運転のための操作等が必要
バッテリも組み合わせたパワーマネジメントシステムを導入することで、発電機の一括制御を実現

ブリッジのほか、将来的には陸上施設からの遠隔制御も視野

起動時 ：付属機器の起動 ⇒ 発電機起動 ⇒ 配電盤作業（並列）
停止時 ：配電盤作業（解列） ⇒ 機側での発電機停止 ⇒ 付属機器の停止

機器確認：発電機運転時の機器状況のチェック / 使用時間毎の保守
停泊時 ：発電機運転状況の確認 / 燃料レベルの監視

○発電機の発停等に要する作業

集中監視
一括制御

頻発する発停作業の
負担を大幅に低減

（発停を2名体制から1名体制に）

上野トランステックは、船員の労務負担軽減のため、自動運航船（高度な運航支援システム）の実現に向けたステップバイステップの取

組「わだつみプロジェクト」を推進中。

その第1ステップとして、他船等の障害物を認識する技術に関する調査や、労働負荷が高いとされるタンカーの荷役作業を合理化する

ためのパワーマネジメント技術の開発などを推進。海事局もこういった取組を支援。

現在は油圧駆動の機器類を、電動化し、デジタル制御としていくことは、機器類の集中制御化 / 自動制御化や、レイアウトの自由度向

上等につながり、労働環境改善に資すると考えられる。パワーマネジメント技術の高度化は、電動化の加速にも資するものと期待され

る。

注1：「課題」はSESの例だが、それ以外の内航タン

カーも、通常複数の発電機が設備されているた
め、赤枠は、SES以外でも発停作業が生じる。

発電機の発停が多い

⇒入出港の回数が多い内航タンカー
は、発電機の操作注2が船員の負担に

注2：都度機関室に移動して操作

積荷役時：主発電機×1基

出港時 ：主発電機×2～3基
巡航時 ：主発電機×1～3基

入港時 ：主発電機×2～3基
揚荷役時：主発電機×2基
タンク洗浄時：主発電機×2～3基
停泊時 ：停泊用発電機×1基 又は 主発電機×1基

（注1）

（注1）

スーパーエコシップケミカルタンカー
のじぎく

＜課題＞ 内航タンカーの発電機稼働状況（スーパーエコシップ（SES）の例）＞

【発電機操作簡素化のためのパワーマネジメントシステムの開発】

（取組事例）～内航タンカー荷役作業の負荷軽減のための発電機の集中制御実現に向けて～
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４．自動運航技術等の新技術の進展（後段）

新技術の活用のための環境整備の必要性 第１５回基本政策部会資料

●技術の高度化

（技術開発の促進）

〇規制見直しの一
層の促進

◆安全確保のため
の基準等の整備

高度船舶安全管理システムは、制度が導入された頃のシステムよりもさらに安全性が向上。
また、近年は、電気・情報の技術を活用した、労働環境改善・生産性向上に資する技術の
開発が進んでいる。

このような技術は、導入に際して一定のコスト負担が発生することから、労働時間の厳守と
安全の確保を前提として、そのために必要となる安全基準等の策定に取り組むとともに、技
術の進展に対応して船員の配乗の柔軟化や船舶検査の合理化を進めることで、内航の労
働環境改善・生産性向上を促進すべきではないか。

（例）

定期的にエンジンを分解し、
部品毎に確認

画一的な時間管理による検査

開放

状態監視による検査

データを活用した検査

センサ等で得られたデータで、
分解せずに機関の状態を確認。

エンジン等の遠隔監視

開放
不要

内航分野への技術の導入促進の
フレームワーク

〇遠隔監視・データの活用に
よる船舶検査の合理化

〇配乗の柔軟化

●高度船舶安全管理
システムの高度化

◆遠隔監視技術の安全
要件の構築

データの蓄積と新技術の開発

DB14隻

10年

異常の早期検知・診断高速化
堅牢性向上

安全を維持しつつ生産性向上

DB
通信方法

データの
保管方法

【イメージ】

監視方法

導入促進

導
入
促
進
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅲ．施策の方向性



１．荷主企業からの意見

荷主ヒアリングのまとめ

○内航海運による安全・安定輸送は荷主にとって今後も必要不可欠

○雑貨についても、今後の海運へのモーダルシフトに期待大

○船員の養成、確保に対し荷主も強い問題
意識。

→ オーナー任せでは済まされない問題
として、船員の確保・育成に対する支
援制度を導入する荷主や、自ら船員を
育成する意向を有する荷主も存在。

○このため、一部荷主は船員の労働環境改
善にも取り組んでいる。

→ 例：閑散期の仮バース取得を自らオ
ペレーターに提案。

○運賃引き上げについては、Sox規制に伴う
燃料油価格上昇といった外部要因による
ものは理解を示すものの、付加価値や生
産性の向上を伴わない単なる引き上げは
否定的。

→ 内航海運も経営の効率化、船舶の大型
化、新技術の活用、新たな需要の取り込
みなどによる生産性向上に取り組むべき
との立場。

○雑貨系荷主は、船舶のより一層の活用に
あたり、運航情報等の開示を要望。

第１２回基本政策部会資料より
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２．内航海運業界からの意見

業界からの要望等（取引環境について） 第１３回基本政策部会資料より

Japan Federation of Coastal Shipping 
Associations

• 働き方改革の中で、それに伴うコストを賄うための、適正な運賃・用船料が支払わ
れるべき。

• 荷主との対話強化
【内航物流に関する諸課題について、荷主、国土交通省、内航業界が話し合う場の
設置 】

• 取引環境の改善(トラック業界の例も参考)
【荷主の責務、契約の在り方等】

• 荷主、オペレーターと対比して、船主の立場が相対的に弱い現状の中、強い船主の
育成に向けた政策の推進
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２．内航海運業界からの意見

業界からの要望等（荷役について） 第１３回基本政策部会資料より

Japan Federation of Coastal Shipping 
Associations

• 働き方改革の中で、船員の労働時間管理が厳格化される中、内航業界としても生産性
向上を取り組むとともに、

① 荷役も労働時間に含まれ、荷役をさせるのなら運航スケジュールに影響があること。
② 場合によっては、船員を新たに雇う必要があり、コストが増加すること。

を荷主に理解していただきたい。

• また、荷役をさせるのなら、契約で明記し、コストが適正に支払われるようにして欲し
い。

• 荷主との対話強化
【内航物流に関する諸課題について、荷主、国土交通省、内航業界が話し合う場の
設置 】

• 取引環境の改善(トラック業界の例を参考) 
【荷主の責務、契約の在り方等。】
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２．内航海運業界からの意見

業界からの要望等（生産性の向上について） 第１３回基本政策部会資料より

Japan Federation of Coastal Shipping 
Associations

○ 生産性向上には、「技術イノベーション」と「業務の見直し」並びに「物流システムの見
直し等」が必須。

・ 「技術イノベーション」については、「内航未来創造プラン」にも、明記されているとこ
ろ。
・ 内航で使える技術の開発、それに伴う船員の負担軽減を期待。

「自動運航船の実現は、内航海運の課題である乗組員の高齢化、人手不足・・・・等への対応策として有効
であるため、その活用を図り、内航海運の生産性・安全性の向上を促進」

○ 「業務の見直し」については、前述のとおり 「荷役」について改善される事を期待。

○ 船舶管理会社、貸渡業者（マンニング会社）の質の向上。

○ 生産人口減少、働き方改革の促進の中、我が国物流をどう維持していくか、その中で
海運の位置づけをどう考えていくか、ハード・ソフト両面の物流政策が打ち出され、物
流システムの見直しが行われることを期待。

① 幹線にＲＯＲＯ船等大型船の活用
② 共同輸送システムの構築による効率化

参
考 荷主ヒアリングにおいて提案。
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３．施策の方向性

基本政策部会・船員部会の検討状況（とりまとめイメージ） 第１６回基本政策部会資料より

内航海運暫定措置
事業の終了

船員の高齢化と
船員不足の懸念

荷主との硬直的関係
脆弱な事業基盤

自動運航技術等の
新技術の進展

内航海運暫定措置事業終了も踏まえた
荷主等との取引環境の適正化

船員の労働時間管理に対するオペレーターの関与
強化 （船員の労働時間を考慮した運航スケジュール設定）

荷主の協力促進 （法令遵守への協力を担保）

契約の適正化 （書面化）

急激な景気変動等への対応 （セーフティーネットの存続）

内航海運の運航・経営効率化、
新技術の活用

内航海運を支える船員の確保・育成と
働き方改革の推進

多様な事業形態に対応した仕組みづくり
（船舶管理業の確立）

新技術の活用促進
（安全の担保とそれに応じた規制の運用）

物流システムの効率化 （RORO船の活用）

船員の労働環境の改善
（労働時間管理の適正化、多様な働き方の実現等）

船員の健康確保 （陸上に倣った産業医制度等）

【船員の労働環境改善・健康確保】

【市場環境の整備】 【内航海運の生産性向上】

※船員部会等において検討

荷主のニーズに応え、内航海運の安定的輸送を確保するため、以下の取組を総合的に実施

内 航 海 運 を 取 り 巻 く 現 状

若年船員の定着等による船員の確保に加え、
荷主等との取引環境の改善や内航海運の生産性向上が必要
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４．指標

安定的輸送の確保及び生産性向上に関する指標 第１２回基本政策部会資料

「内航未来創造プラン」（平成２９年６月とりまとめ）において、内航海運が目指すべき
将来像である「安定的輸送の確保」と「生産性向上」を推進していくため、下記５つの
指標を設定。

「安定的輸送の確保」に係る指標

①産業基礎物資の国内需要量に対する内航海運の輸送量の割合

②海運によるモーダルシフト貨物輸送量

「生産性向上」に係る指標

①内航貨物船の平均総トン数

②内航海運の総積載率

③内航船員１人・１時間当たりの輸送量
32



４．指標

ａ） 産業基礎物資の国内需要量に対する内航海運の輸送量の割合 第１２回基本政策部会資料より

99 100 100 100 102 103 103 99 

325 325 327 317 307 303 308 302 

187 190 191 186 182 181 185 
175 
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130

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R7

鉄鋼・セメント・石油

化学製品の輸送量（百万トン）

化学製品（右軸）

石油（右軸）

セメント（右軸）

鉄鋼（右軸）

・平成23年～平成27年の平均値を100としたときの指標（左軸）

国内需要量

輸送量

産業基礎物資の輸送については、国内需要量に対する内航海運の輸送量の割合（以下「割合」という。）を指標とすること
により、内航海運による安定的輸送が確保されているかを評価。

内航海運の輸送量（トンベース）を産業基礎物資の国内需要量（トンベース）で除した数値について、平成２３年度から２７
年度までの５年間の平均値を１００として、令和７年度の目標値をその５％増（１０５）と設定。

平成２７年度以降、割合は増加傾向にあったが、平成３０年度は化学製品の輸送量（トンベース）が減少したため、割合が
減少したと考えられる。

（出典）内航船舶輸送統計年報及び（一社）日本鉄鋼連盟、石油連盟、石油化学工業協会、（一社）セメント協会統計資料より国土交通省作成

※平成23年～平成27年の平均値を

100としたときの指標

を100として各年の指標を計算。

≑鉄鋼・石油・セメント・化
学製品の輸送量の和

鉄鋼・石油・セメント・化学
製品の国内需要量の和

58%

105
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４．指標

ｂ） 海運によるモーダルシフト貨物輸送量 第１２回基本政策部会資料より
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（億トンキロ）

（年度）

モーダルシフト貨物の輸送については、陸上輸送からの転換による貨物輸送量そのものの増加を図ることが求められてい
ることから、モーダルシフト貨物の輸送量を指標とすることにより、内航海運による安定的輸送が確保されているかを評価。

「交通政策基本計画」（平成２７年２月１３日閣議決定）において、内航海運による雑貨貨物輸送量（トンキロ）を令和２年度ま
でに３６７億トンキロとする目標を設定。
昨今のトラック運転手不足やトラック輸送における労働時間規制等を背景に、内航海運における雑貨貨物の輸送トンキロは
増加傾向にある。

367
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４．指標

ｃ） 内航貨物船の平均総トン数 第１２回基本政策部会資料より
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200～400総トン

100～200総トン

平均総トン数

一度に大量の輸送を可能とする観点から、内航貨物船の平均総トン数を指標とすることにより、内航海運の生産性が向上し
ているかを評価。

「内航未来創造プラン」において、令和７年度までに平成２７年度の実績値（７１５総トン）の２０％増とする目標値を設定。

１９９トンクラス（１００～２００G/T）の割合が減少しているのに対し、４９９トンクラス（４００～５００G/T）と、 ３，０００トン以上の
割合が増加していることが平均総トン数の増加の要因と考えられる。

2%
11%

46%

24%

30%

20%

（総トン数）

100総トン未満の船舶

は平均総トン数には
含めているが、シェア

（棒グラフ）からは抜

いて表示
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４．指標

ｄ） 内航海運の総積載率 第１２回基本政策部会資料より

1,879 

1,673 
1,799 

1,749 1,778 1,849 1,831 1,804 1,804 1,809 1,791 

1,090 1,116 1,087 1,094 1,129 1,175 1,175 1,129 1,112 1,131 1,146 

42.1% 41.9%
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41.7% 42.0%
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42.3%
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44.5%
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

・載貨重量（千トン）

・航海距離（十万キロ）

・輸送量（億トンキロ）
輸送量（億トンキロ）右軸

載貨重量（千トン）右軸

総積載率（左軸）

航海距離（十万キロ）右軸

※用語の説明

・航海距離： 輸送距離に空船航海を含めた距離。

・載貨重量トンキロ： 載貨重量トンに航海距離をか

け、空船航海を含めた全航海で何トンキロの輸送

能力があったかを示す指標。

船舶の輸送の効率性を向上させる観点から、総積載率（船舶の輸送能力（載貨重量トンキロ）に対する輸送量の割合）を指
標とすることにより、内航海運の生産性向上を評価。

「内航未来創造プラン」において、令和７年度までに平成２７年度の実績値（４２．６％）の５％増とする目標値を設定。

平成２７年度以降、輸送量（トンキロベース）は概ね横ばい、一方で、大型化する船舶に対応した輸送への取組はその途上と
思われ、総積載率がボックス圏にとどまっていると考えられる。

総積載率 ＝
輸送量（トンキロベース）

載貨重量トンキロ（載貨重量トン × 航海距離）
（総積載率）

（年度）
（出典）内航船舶輸送統計年報より国土交通省作成
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４．指標

ｅ） 内航船員１人・１時間当たりの輸送量 第１２回基本政策部会資料より

22,192 
21,498 

20,613 20,003 20,182 19,893 20,275 20,258 20,438 20,653 

20,902 

1,879 1,673 1,799 1,749 1,778 1,849 1,831 1,804 1,804 1,809 
1791

2,180 2,120 2,127 2,121 2,164 2,123 2,106 2,118 2,107 2,152 
2,132 
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3,671 
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

・内航船員１人・１時間当たりの輸送量

（トンキロ/人・時間）

・労働時間（h）

・輸送量（億トンキロ）
船員数（人）

船員数（人）右軸

輸送量（億トンキロ）左軸

労働時間（h）左軸

内航船員１人・１時間当たりの輸送量（左軸）

船員の労働生産性を向上させる観点から、内航船員１人・１時間当たりの輸送量（トンキロベース）を指標とすることにより、
内航海運の生産性を評価。

「内航未来創造プラン」において、令和７年度までに平成２７年度の内航船員１人・１時間当たりの輸送量の実績値（４，２０４
トンキロ/時間）の１７％増とする目標値を設定。

平成27年度以降、内航船員の総労働時間数が増加傾向にあるのに対して、輸送量（トンキロベース）は横ばいであるため
内航船員１人・１時間当たりの輸送量が微減していると考えられる。

（年度）

内航船員１人・１時間当たりの輸送量

（トンキロ/人・時間）

輸送量（トンキロベース）

総労働時間数（船員数（人） × 労働時間（h））

（出典）内航船舶輸送統計年報及船員労働統計調査より国土交通省作成

＝
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅳ．当面講ずべき具体的施策
１．内航海運を支える船員の確保・育成と働き方改革の推進



（１）船員の働き方改革（労働時間の範囲の明確化、見直し）

各種船内作業の労務管理における取扱いについて 第１１８回船員部会資料

○ 船員の主な業務には、航海当直、総員配置、荷役などがあり、これらは現在も船員法第４条第
２項の「労働時間」として明確に取り扱われている。

＜参考＞船員法（昭和22年法律第100号）第４条第２項
この法律において「労働時間」とは、船員が職務上必要な作業に従事する時間（海員にあつては、上長の職務上の命令

により作業に従事する時間に限る。）をいう。

○ 船内活動には、業務そのものではないものの、業務に関連する様々な作業が存在しているが、
これまでの本部会でも、職場と居住環境が一体となっている船内における「労働時間」と休息等
その他の時間の区分についてご意見があったところ。

○ また、「スマートフォンを活用した船内生活に関する調査」でも、当直や荷役等の定型的な業務
以外の活動（「その他」で回答されたもの）には、仮眠や入浴の他に、居住区の清掃や片付け、会

議、研修などの回答があった。

○ これらの作業については、回答者によって「労働時間」、「休息時間」のいずれの活動種別によっ
て登録するかがまちまちであり、船員法第４条第２項の「労働時間」として取り扱うべきかどうか必

ずしも統一的な取扱いがされていないところ。

○ 他方、陸上では近年、働き方改革の流れの中でガイドラインが策定され、「労働時間」の考え方

について改めて明確化が図られているところ。
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（１）船員の働き方改革（労働時間の範囲の明確化、見直し）

船内における「労働時間」の範囲 第１１８回船員部会資料
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（２）船員の働き方改革（労働時間管理の適正化）

船内記録簿の概要（現状） 第１１９回船員部会資料

船内記録簿 モデル様式

法令根拠 船員法第67条、船員法施行規則第45条

記載責任 船長の義務

記載事項

船員の氏名及び職名

1日当たりの労働時間

1週間当たりの労働時間

補
償
休
日

1週間につき1日の休日を与えられない週

1週間につき40時間を超える週とその時間

休日付与年月日（補償休日か否か）

与えるべき補償休日の日数

補償休日付与の延期日とその理由

時
間
外
労
働

時間外又は補償休日労働年月日

時間外又は補償休日労働時間、作業の種類、手当額

割増手当の額、支払年月日、支払金額、受領印

休
息
時
間

1日当たりの休息時間

分割時の長い方の時間

○ 船長は、船内に帳簿（船内記録簿）を備え置いて、船員の労働時間、補償休日、休息時間、割増手当に関す
る事項を記載することが求められている。
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（２）船員の働き方改革（労働時間管理の適正化）

船内記録簿の実態調査結果（抜粋） 第１１９回船員部会資料
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（２）船員の働き方改革（労働時間管理の適正化）

労働時間の記録や管理に関する制度の比較 第１１９回船員部会資料

海上 陸上

船員法 労働基準法 労働安全衛生法

労
働
時
間
の
記
録
簿

記録簿 船内記録簿 賃金台帳

記載する者 船長 使用者

主な

記載事項

・労働時間

・補償休日

・休息時間

・割増手当

・労働時間

・時間外労働

・深夜労働時間

・基本給や手当等の額

保存場所 船内 事業場

労
働
時
間
の
適
切
な

把
握
・管
理

責務規定 規定無し 通達で明示
（基発339号平成13年4月6日）

法律上に規定
（平成30年改正により規定）

責務を
有する者

（後述） 使用者 事業者

把握方法 規定無し

①使用者の現認による確認
②タイムカード等の客観的な

記録を基にした確認
※①、②が難しい場合は自己申告制

客観的な方法
その他の適切な方法

（タイムカード、パソコンの使用記録等）
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（２）船員の働き方改革（労働時間管理の適正化）

使用者の責務（労働時間の適切な管理） 第１１９回船員部会資料
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（２）船員の働き方改革（労働時間管理の適正化）

労務管理に関する事項の記録に係る使用者と船長の役割分担 第１１９回船員部会資料
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（２）船員の働き方改革（労働時間管理の適正化）

使用者と船長の役割分担 第１１９回船員部会資料
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（３）船員の働き方改革（休暇取得のあり方）

船員法上の労働契約（「雇入契約」、「雇用契約」） 第１２０回船員部会資料
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（３）船員の働き方改革（休暇取得のあり方）

雇入契約書等の記載事項 第１２０回船員部会資料

48



（３）船員の働き方改革（休暇取得のあり方）

雇入契約の成立等の届出 第１２０回船員部会資料

49



（３）船員の働き方改革（休暇取得のあり方）

船員の疲労回復に関するご意見 （10月、11月の部会におけるご意見） 第１２０回船員部会資料
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（４）船員の働き方改革（多様な働き方の実現）

求人票における事業者の取組みの「見える化」 第１２１回船員部会資料
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（４）船員の働き方改革（多様な働き方の実現）

事業者による制度の適切な運用ときめ細やかな対応 第１２１回船員部会資料
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（４）船員の働き方改革（多様な働き方の実現）

船員安全・労働環境取組対象（トリプルエス大賞） 第１２１回船員部会資料
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（４）船員の働き方改革（多様な働き方の実現）

船員に関する証明書等の氏名の変更手続 第１２１回船員部会資料
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（５）船員の働き方改革（船員の健康確保）

船員の健康データ 第１１２回船員部会資料

55



（５）船員の働き方改革（船員の健康確保）

労働者の安全と健康を確保するための施策 第１１３回船員部会資料
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（５）船員の働き方改革（船員の健康確保）

船員の健康確保に関する検討会 第１２回基本政策部会資料
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（６）船員の働き方改革（実効性の確保と負担軽減）

労働関係法令・制度の周知と浸透 第１２２回船員部会資料
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（６）船員の働き方改革（実効性の確保と負担軽減）

労働関係法令・制度の遵守に向けた監督指導や支援等 第１２２回船員部会資料
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅳ．当面講ずべき具体的施策
２．内航海運暫定措置事業の終了



暫定措置事業について 第１４回基本政策部会資料

Japan Federation of Coastal Shipping 
Associations

「内航海運暫定措置事業」は、船腹調整事業解消に伴う経済的混乱の
抑止のほか、船腹需給の引き締め効果、保有船舶の解撤や代替建造を
促し内航海運の構造改革を促進する効果、環境性能の高い船舶の建造
を進めるインセンティブ効果、大きな役割を果たしてきたことは事実
である。

しかし既に平成27年に解撤交付金対象船舶が消滅したこともあり、
現在は建造納付金により借入金を返済するための事業となっている。

このような理由からも、当初の予定通り、同事業は収支相償ったとき
に終了するべきである。

日本内航海運組合総連合会としては、その後は海上貨物輸送の物流業
界団体として、業界を巡る諸課題に取り組むことにより、我が国経済
の発展に貢献していきたいと考えている。
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内航海運暫定措置事業の総括

船腹量、輸送量及び運賃水準の推移（貨物船） 第１４回基本政策部会資料
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内航海運暫定措置事業の総括

貨物船の元請運賃及び用船料の推移 第１４回基本政策部会資料
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内航海運暫定措置事業の総括

船腹量、輸送量及び運賃水準の推移（油送船） 第１４回基本政策部会資料
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内航海運暫定措置事業の総括

油送船の元請運賃及び用船料の推移 第１４回基本政策部会資料
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内航海運暫定措置事業の総括

出典一覧 第１４回基本政策部会資料

※現有船腹量:海事局調べ。 （S40年度にセメント専用船、S52年度に自動車専用船、S62年度に土・砂利・石材専用船が別個の船種として分離。）
※適正船腹量：内航海運業法に基づき、内航海運の用に供される船舶について、内航海運業者に船舶建造の中長期的な指針を与えること等を目的として、運輸大臣が

毎年度海運造船合理化審議会の意見を聴いて策定する当該年度以降５年間の適正な船腹量。H15年に廃止。
※貨物輸送量：「内航船舶輸送統計調査」より集計。「鉄鋼」、「金属鉱」、「砂利・砂・石材」、「機械」、「石炭製品」、「紙・パルプ」、「繊維工業品」、「食料工業品」、「日用品」、

「その他の製造工業品」、「特殊品」の合計輸送量。ただし、S52年度から「機械」、S62年度から「機械」・「砂利・砂・石材」の輸送量を除く。
※内航ジャーナル調べ：「月刊 内航海運」を参照。日銀データと比較しやすくするため、2015（H27）年度の運賃を100として計算。

※日銀企業向けサービス価格指数：日本銀行調査統計局「企業向けサービス価格指数（2015年（H27基準）」を参照。「内航貨物輸送」データを使用。

船腹量、輸送量及び運賃水準の推移（貨物船）

※現有船腹量:海事局調べ。
※適正船腹量：内航海運業法に基づき、内航海運の用に供される船舶について、内航海運事業者に船舶建造の中長期的な指針を与えること等を目的として、運輸大臣が

毎年度海運造船合理化審議会の意見を聴いて策定する当該年度以降５年間の適正な船腹量。H15年に廃止。
※石油製品輸送量：「内航船舶輸送統計調査」より集計。「石油製品（小計）」データを使用。
※内航ジャーナル調べ：「月刊 内航海運」を参照。日銀データと比較しやすくするため、2015（H27）年度の運賃を100として計算。
※日銀企業向けサービス価格指数：日本銀行調査統計局「企業向けサービス価格指数（2015年（H27年）基準）」を参照。「内航タンカー」データを使用。

船腹量、輸送量及び運賃水準の推移（油送船）

※貨物船船腹量:海事局調べ。 （S40年度にセメント専用船、S52年度に自動車専用船、S62年度に土・砂利・石材専用船が別個の船種として分離。）
※貨物輸送量：「内航船舶輸送統計調査」より集計。「鉄鋼」、「金属鉱」、「砂利・砂・石材」、「機械」、「石炭製品」、「紙・パルプ」、「繊維工業品」、「食料工業品」、「日用品」、

「その他の製造工業品」、「特殊品」の合計輸送量。ただし、S52年度から「機械」、S62年度から「機械」・「砂利・砂・石材」の輸送量を除く。
※日銀企業向けサービス価格指数：日本銀行調査統計局「企業向けサービス価格指数（2015年（H27年）基準）」を参照。「内航貨物輸送」データを使用。
※内航総連調べ：日本内航海運組合総連合会「定期用船料調査 集計結果」等を参照。499GT（1301～1850DW）データを使用。日銀データと比較しやすくするため、

2015（H27）年度の運賃を100として計算。

貨物船の元請運賃及び用船料の推移

※油送船船腹量:海事局調べ。
※石油製品輸送量：「内航船舶輸送統計調査」より集計。「石油製品（小計）」データを使用。
※内航ジャーナル調べ：「月刊 内航海運」を参照。日銀データと比較しやすくするため、2015（H27）年度の運賃を100として計算。
※日銀企業向けサービス価格指数：日本銀行調査統計局「企業向けサービス価格指数（2015年（H27年）基準）」を参照。「内航タンカー」データを使用。
※699GT型白油油送船用船料：日本内航海運組合総連合会/運賃・用船料委員会/実態調査ＷＧ「内航タンカー定期用船料調査結果」の白油油送船2000kl積のデータを使

用。日銀データと比較しやすくするため、2015（H27）年度の運賃を100として計算。

油送船の元請運賃及び用船料の推移
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内航海運暫定措置事業の総括

内航海運暫定措置事業の評価 第１４回基本政策部会資料

【参考】船腹調整事業

船腹過剰を基調とする状況下において、解撤・建造サイクルを通じて船腹量を調整、全般に一定の需給引き締め効果があった。

また、平成のバブル期までは全体的に運賃水準は増加傾向にあり、船腹量減少による需給の引き締めも相まって一定の過当競争の改善が
図られた。

一方、意欲的な事業者による事業規模拡大や新規参入が制限され、内航海運業界の構造改善の支障となってきたとの指摘もある。

内航海運暫定措置事業

船舶を解撤等する者に交付金を交付することにより、無価値化した引当資格の精算機能を担い、平成２７年度に引当
資格を有していた対象船舶が消滅。

⇒ 船腹調整事業の解消による経済的影響を考慮したソフトランディング策としての主目的は達成

その他、暫定措置事業及びその事業期間の評価として、

船腹量の引き締め
・交付金単価の逓減、及び平成１５年以降は交付金対象を船齢１５年以下に限定することで、本事業導入初期にお

いて船舶の解撤等が進み船腹量が減少。

・本事業導入後の新造船には引当資格がなく交付金対象ともしなかったため、投機的な船舶建造を抑制。

船舶の大型化・近代化
・納付金のみで建造が可能となり、さらに近年の納付金単価逓減もあって船舶建造の自由度が高まり、大型船を建

造しやすくなったことで暫定措置事業継続中も船舶の大型化が進展。

・導入初期に交付金対象から老齢船を除くことでその解撤促進を図ったが、当時の景況下で代替建造を行えなかっ
たオーナーも存在し、老齢船の解撤が十分に進まなかった。さらに、輸送量減少により新造隻数も暫定事業前の
半数にとどまり、逆に船舶の高齢化が進んだ。

円滑な市場からの撤退の確保
・交付金が貴重な転廃業資金となって事業者（特にオーナー）数が減少。

※ 平成の３０年間で事業者数は半数以下となったが、荷主も経営統合が進んでおり、内航海運業における事業基盤強化は道半ばと
の声あり。 67



内航海運暫定措置事業の総括

船舶の処分時に生じる船主の収入の推移 第１４回基本政策部会資料
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内航海運暫定措置事業の総括

内航海運業（オーナー）のビジネスモデルの変化 第１６回基本政策部会資料より抜粋
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代替建造費用に充当

現 在
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内部留保を確保し・代替建造費用へ充当

収入の大幅
減少

・サービス水準の向上
・コストに見合った用船料収入
・経営の効率化等を図る

引当資格売却収入・交付金収入
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅳ．当面講ずべき具体的施策
３．内航海運暫定措置事業の終了も踏まえた荷主等との

取引環境改善



（１）船員の労働時間管理に対するオペレーターの責任強化

船内の労働時間管理の実態等に関するアンケート調査 ～事業者からの意見 第１２回基本政策部会資料

【本調査の趣旨、概要】
船員の労働時間の適正管理を推進するための基礎的情報を得ることを目的に、船員の労働時間管理の実態について事業
者・船員それぞれに対してアンケート調査を実施。
回答事業者数：１３９事業者（内航貨物船事業者１３２者、内航旅客船事業者７者）

回答船員数： 船員２６８名

【船員の労働時間について】

・労働時間は通常１日８時間だが、積・揚げを１日で終わらせる必要がある場合、準備時間・荷役時間などが長時間に渡るため、
直ぐに労働時間を超過してしまう。

・船員の労働生産性向上に向けての海陸のハード・ソフト両面での取組みが必要。また、荷主の協力が必要不可欠。

・夜間の荷役等は無い方が良い。 又、月に一度でも、一週間位前に休み（仮バース等を取る為）の日を事前に教えてくれるよう
に、オペレーターは努力して欲しい。

・内航船は稼動率が高いため、船舶自体の運行を止めて途中錨泊や仮バースの取得を行わない限り、充分な休憩を取ることが
できないと思う。

・オペレーターの配船状況によるところが大きい。船よりオペレーターの配船状況を調べたほうが良い。

・船主とオペレータの力関係から繁忙期などは労働時間の管理が難しくなる。労働時間の管理責任者は船主となるのだろうが、
実態はオペレータが首を縦に振らないと過重労働は解消されないと思う。

・そもそも法定労働時間の中で船長職務を行う事は無理であり、この部分についてはなにか対応が必要なのではと思う。

［そのうち、船舶所有者だけでは解決が難しいと考えられる意見を抽出］

１．海運事業者から回答があった船員の労働時間管理に関するご意見・ご提案 （アンケートによる自由記述）

船員部会資料（H31年4月26日）より
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（１）船員の労働時間管理に対するオペレーターの責任強化

内航海運の主な契約形態 第１３回基本政策部会資料
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（１）船員の労働時間管理に対するオペレーターの責任強化

商法における定期傭船契約について① 第１３回基本政策部会資料
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（１）船員の労働時間管理に対するオペレーターの責任強化

商法における定期傭船契約について② 第１３回基本政策部会資料
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（１）船員の労働時間管理に対するオペレーターの責任強化

定期傭船契約における安全港担保義務について 第１３回基本政策部会資料
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（１）船員の労働時間管理に対するオペレーターの責任強化

労働法における使用者の概念について 第１３回基本政策部会資料
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（１）船員の労働時間管理に対するオペレーターの責任強化

オペレーターによる船員の働き方改革等に向けた取組① 第１３回基本政策部会資料

オペレーターへのヒアリングにより聴取した、船員の働き方改革や生産性向上等に向けた先進的
な取組 （ベストプラクティス）を紹介。

仮バースの取得等運航スケジュールの調整による船員の負担軽減の取組

定期的（週１回、月２～３回等）に仮バースを取って船員の休息を付与。

定期的に仮バースを取るため、船団を増やして余裕のある運航スケジュールを組んで対応。

仮バースが取れない場合、通船を使って船員に陸上での休息を付与。

仮バース時に船員が陸上で休みやすくするため、港から街までのタクシー代を別途支給。

船員の労働時間をオペレーターが把握し、オーバータイムしないよう運航スケジュールの
決定や配船を行っている。

船内設備の改善による船員の負担軽減の取組

ケミカル船のポンプルームを廃止し、ディープウェルポンプ型（タンク毎にポンプを設置
した船舶）にすることにより、荷役時のバルブ操作や監視業務等の船員の作業負担を軽減。

特殊なポンプや配管（ヒーティングジャケットタイプポンプ、蒸気トレース管）にするこ
とにより、貨物の凝固を防ぐことで、タンククリーニングの作業時間を短縮。
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（１）船員の労働時間管理に対するオペレーターの責任強化

オペレーターによる船員の働き方改革等に向けた取組② 第１３回基本政策部会資料

オーナーが個別に船員を雇用するのではなく、オペレーターである自社が雇用し、船員と
陸上勤務とを行き来できるような勤務形態を検討中。

運航の効率化等の取組

往復の貨物を確保して積載率を上げるため、他のオペレーターとの共同運航を実施。

定期的に荷主との連絡会を実施し、改善点等について意見交換。その中で、荷役設備の改
修等一部改善要望が実現した例もある。

船員の確保・育成の取組

船員の労働環境改善の取組

船員室を従来船の床面積の1.5倍に拡大。

船内LAN環境（Wi-Fi）を整備し、各船員室にパソコンを配備。

夏場の酷暑対策のため、デッキや通路に野外冷房（ミスト）装置を搭載。
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（２）荷主の協力促進

建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律 第１１回基本政策部会資料
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（２）荷主の協力促進

貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（議員立法）の概要 第１０回基本政策部会資料
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（３）契約の適正化

日本海運集会所作成の契約書様式について 第１３回基本政策部会資料

内航定期傭船契約書／内航タンカー定期傭船契約書

オペレーターとオーナー間の定期傭船契約の際に使用される契約書。

内航運送契約書／内航タンカー航海傭船契約書

荷主とオペレーター間の１航海の貨物運送契約の際に使用される契約書。

内航成約覚書

内航運送契約書や内航タンカー航海傭船契約書を一定量の貨物の運送（所謂「数量契約」）を目
的として使用した場合に、１航海の貨物運送の際に使用される簡易な覚書。

内航運送基本契約書

期間を定めた上で、基本的な運送条件を定め、都度の一航海の運送にその条件を適用させる場
合に一次オペと二次オペの間にて使用される契約書。

内航運航委託契約書

オペレーターとオーナー間の運航委託契約の際に使用される契約書。

内航船舶管理契約書

内航海運業者と船舶管理会社間の船舶管理契約の際に使用される契約書。

内航関連契約書のラインナップ（内航８書式）

日本海運集会所が作成する書式53種のうち、内航関連の主な書式は以下の通り。
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（３）契約の適正化

契約書様式の制定について 第１３回基本政策部会資料

• 書式の制定・改定は、法律の改正や、業界の要望を契機に検討される。

• 常設委員会である書式制定員会の下に、策定する書式に関連する法人からなる小委員
会を設置し、そこで得た改正案を書式制定委員会で承認したものを公表する

• 委員は公平を期すため、海運事業者、荷主企業、保険者、弁護士等に依頼する
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（３）契約の適正化

契約書様式の普及のための取組、課題等 第１３回基本政策部会資料
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（３）契約の適正化

内航海運業における契約等に関する実態調査結果の概要 第１３回基本政策部会資料

＜船員確保について＞
７割以上の事業者が「十分または概ね確保できている」と回答。

もっとも、油送船等は「船員を確保できていない」と回答した割合が他の船種に比べ高い。

休暇・休息について、油送船等は「船員に十分休暇・休息を与えることができていない」と回答した割合も
高く、その要因として、半数近くが「予備船員の確保ができない」と回答しており、船員の確保において厳
しい状況がうかがえる。

＜荷主等との契約について＞
８割前後の事業者において契約は概ね書面で交わされている。

もっとも、船員が行う荷役作業については、４割弱の事業者がまったく取り決めをしていない。

常に取り決めている事業者であっても、２割超が取り決め以外の作業を実際は行っている。

＜運賃・用船料について＞
現在の運賃・用船料水準で、必要な経費を「賄えている事業者」と「賄えていない事業者」は二分化され
ている。

「賄えている事業者」は、７～８割が「交渉で運賃・用船料を決めている」のに対し、「全く賄えていない事
業者」では「交渉で運賃・用船料を決めている」 のは５割程度に留まり、「相手側から一方的に提示」され
る割合が高い。

また、「賄えている事業者」の７割近くは、「必要経費の内訳を明示したうえで運賃・用船料を決めている」
のに対し、「賄えていない事業者」では必要経費の内訳を明示しているのは４～５割に留まっており、さら
に、契約を書面で交わしている割合も低い。
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（３）契約の適正化

調査結果（船員確保いついて①） 第１３回基本政策部会資料
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（３）契約の適正化

調査結果（船員確保いついて②） 第１３回基本政策部会資料

86



（３）契約の適正化

調査結果（船員確保いついて③） 第１３回基本政策部会資料
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（３）契約の適正化

調査結果（荷主等との契約について①） 第１３回基本政策部会資料
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（３）契約の適正化

調査結果（荷主等との契約について②-1） 第１３回基本政策部会資料
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（３）契約の適正化

調査結果（荷主等との契約について②-2） 第１３回基本政策部会資料
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（３）契約の適正化

調査結果（運賃・用船料について①） 第１３回基本政策部会資料
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（３）契約の適正化

調査結果（運賃・用船料について②） 第１３回基本政策部会資料
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（３）契約の適正化

調査結果（運賃・用船料について③-1） 第１３回基本政策部会資料
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（３）契約の適正化

調査結果（運賃・用船料について③-2） 第１３回基本政策部会資料
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（３）契約の適正化

調査結果（運賃・用船料について④） 第１３回基本政策部会資料
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（３）契約の適正化

下請法及び独占禁止法における内航海運の取扱い 第１３回基本政策部会資料
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅳ．当面講ずべき具体的施策
４．内航海運の運航・経営効率化、新技術の活用



（１）所有と管理の分離に対応した仕組みづくり

船舶管理会社を活用したグループ化・集約化のメリット 第１２回基本政策部会資料
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（１）所有と管理の分離に対応した仕組みづくり

登録船舶管理事業者制度の創設 第１２回基本政策部会資料より
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（１）所有と管理の分離に対応した仕組みづくり

船舶管理会社の活用状況 （「内航海運事業実態調査」（平成28年8月）結果より） 第１２回基本政策部会資料
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（１）所有と管理の分離に対応した仕組みづくり

船舶管理会社の契約形態及び業務 第１５回基本政策部会資料
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（１）所有と管理の分離に対応した仕組みづくり

船舶管理契約と類似の事業形態と法的位置付け 第１５回基本政策部会資料
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（１）所有と管理の分離に対応した仕組みづくり

「船舶管理会社活用」のポイント 第１５回基本政策部会資料
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（３）船舶の大型化等による物流システムの効率化

鉄鋼・石油元売り事業者の船団について 第１５回基本政策部会資料
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（３）船舶の大型化等による物流システムの効率化

船舶の大型化による効率化 第１５回基本政策部会資料
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（３）船舶の大型化等による物流システムの効率化

次世代高規格ユニットロードターミナル 第１５回基本政策部会資料
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（３）船舶の大型化等による物流システムの効率化

物流総合効率化法（流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律）の概要 第１５回基本政策部会資料
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（３）船舶の大型化等による物流システムの効率化

財政融資を活用した物流効率化 第１５回基本政策部会資料
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（４）荷役作業の効率化

荷役作業の効率化に向けた取組について 第１５回基本政策部会資料
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（５）既存船舶のスペースの有効活用

総トン数４９９トンクラスの船舶における船員の確保・育成策① 第１２回基本政策部会資料
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（５）既存船舶のスペースの有効活用

総トン数４９９トンクラスの船舶における船員の確保・育成策② 第１２回基本政策部会資料
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（５）既存船舶のスペースの有効活用

事務室の設置義務の緩和 第１５回基本政策部会資料
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅳ．当面講ずべき具体的施策
５．内航海運暫定措置事業終了後の業界のあり方



（１）内航海運組合のあり方

暫定措置事業終了後に内航海運業界が果たすべき役割(1) 第１４回基本政策部会資料

暫定措置事業終了後も内航海運業界が物流事業者として責務を果して

いくためには、下記事項に対する対応が不可欠。

① 安定輸送を確保し、荷主への輸送責任を果たす。

安定輸送を維持するためには、船員の確保が必須であり、そのため
の船員対策が必要。

② 生産性向上を行い物流業者として成長戦略を描くことが必要。

そのためには、大型化・共同輸送等について、関係者と連携して物
流システムの改良・改善を図る。

Japan Federation of Coastal Shipping 
Associations
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（１）内航海運組合のあり方

暫定措置事業終了後に内航海運業界が果たすべき役割(2) 第１４回基本政策部会資料

Japan Federation of Coastal Shipping 
Associations

③ 物流事業者として、労務、環境、安全等についてコンプライアンス徹底が
必要。

そのためには、安全、環境、適正な労務管理などに関する最新の状況を
踏まえ、各種研修会の実施や啓蒙活動の推進を 通じてコンプライアンス
強化に努める。

④ 安定輸送の確保、生産性の向上、諸法制に対するコンプライアンスの維持
を図るためには、取引環境の改善が必要。

荷主・オペ・オーナーの縦関係の従属性の高い内航海運において、①～③
の事項を実現するためには、適正なコスト負担等取引環境の改善が必要。

※ 以上の課題については、内航海運業界だけで解決するのは難しく、行政、
荷主、海運業界全体の理解と取り組みが必要。
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（２）セーフティネットの必要性

内航海運組合法の必要性 第１４回基本政策部会資料

Japan Federation of Coastal Shipping 
Associations

我が国は、周囲を海に囲まれるという地理的特性から、内航海運は社会的インフラとしての重要な機能を

果たしている。

一方内航海運業界は、

① 高額な船舶を設備投資する船主に中小事業者が多く、同じ中小事業者が多いトラック業界と比べ、設

備投資に対する負担が非常に大きい。

② 内航海運は装置産業であり、船舶の建造に長時間を要し、且つ、長期間効率的に稼働させるかが必要

があるため、急激な経済変動に脆弱な特性を有する。

③ このため大きな経済変動に見舞われると、機動的に対応することが出来ず、船腹過剰に陥りやすく、

マーケットが混乱し輸送責任が果たせなくなる。

④ なお、内航海運の顧客は国内物流でさらに海上輸送を行える荷主企業という非常に限定的なマーケッ

トに限られるため、内航事業者の体力を超えた急激な変化への対応が厳しいという現状である。

以上のように内航海運は他の産業に見られない特殊な事情を抱える業界であり、緊急事態が発生した時の

制度上のセーフティーネットとして、内航海運組合法は必要と考えている。

116



（２）セーフティネットの必要性

急激な景気変動時における状況 第１４回基本政策部会資料
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅴ．新型コロナウイルス感染症の影響



内航海運の輸送量への影響 第１６回基本政策部会資料より

今般の新型コロナウイルス感染症拡大により、内航海運業界も大きな影響を受けた。

貨物船は昨年１０月以降、油送船は直近１年間輸送量は減少傾向にあり、特に、本年６月の対前年同月比
は、貨物船が約２２％減少、油送船が約１１％減少と、いずれも大幅に減少。

今後も新型コロナウイルス感染症の影響が懸念されている。

貨 物 船 油 送 船

出典：日本内航海運組合総連合会「内航輸送主要元請輸送実績」より

※R2年4月は速報値 ※R2年4月は速報値
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内航海運業者の売上への影響 第１６回基本政策部会資料より

売上については、２月時点では前年同月と比べて「減少」と回答した事業者は約５割だったが、７月は約７割
にまで拡大。８月以降もこの減少傾向は続く見込み。

厳しい経営状況の中、セーフティネット貸付や雇用調整助成金等、国による支援策を活用又は活用を検討。

売上金額（前年同月比） ※８、９月は見込み

調査方法：内航海運登録事業者90者（総事業者1,862者）に対し、内航総連、各地方運輸局等よりアンケート及びヒアリングを実施

国による支援策の活用状況 ※７月末時点

【セーフティネット貸付】

（回答：89者）

90者 83者 78者 88者 89者 78者（回答数） 【雇用調整助成金】

（回答：89者）

78者 78者

44% 42%
29% 28% 28% 28% 22% 24%

27% 27%

27% 23% 20% 18% 26% 23%

8%
20%

19%
19% 20%

17% 18% 22%

8%
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10%
5% 11% 19% 18% 13%
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20% 17% 14% 12% 14%

4% 5% 1% 1% 4% 3%2% 3% 1% 1%
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70～100％減

17%

7%

22%
54%

1. 給付済
2. 申請済（未給付）
3. 活用に向けて検討中
4. 活用の予定なし

8%
9%

16%
67%

1. 給付済

2. 申請済（未給付）

3. 活用に向けて検討中
4. 活用の予定なし
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第１次、第２次補正予算等による主な支援策① 第１６回基本政策部会資料より

資 本 性 劣 後 ロ ー ン
（ 中 小 企 業 向 け ）

一時的に財務状況が悪化し企業再建に取り組む企業に対する資本性劣後ロー
ンの提供（日本政策金融公庫等。最大7.2億円）※利率0.5%（当初３年間）

セ ー フ テ ィ ネ ッ ト 貸 付
運転資金又は設備資金の融資
（日本政策金融公庫等。最大7.2億円）

２次にわたる補正予算等により、内航海運業者も活用可能な、民間金融機関による実質無利子・無担保融
資の創設、雇用調整助成金の特例措置の更なる拡大等の支援策を講じたところ。

海事局では、必要な支援策が隅々まで行き届くよう、地方運輸局等に設置した相談窓口を活用しながら、
プッシュ型で制度の周知徹底や現場のニーズ把握等に取り組んでいる。
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新型コロナウイルス感染症
特 別 貸 付

中小企業等に対する信用力や担保に拠らない融資
（日本政策金融公庫等。最大６億円）

※金利0.9%引き下げ（当初３年間）

危 機 対 応 融 資
中小企業等に対する信用力や担保に拠らない融資
（商工組合中央金庫。最大６億円）

※金利0.9%引き下げ（当初３年間）

小規模事業者経営改善資金
(マ ル 経 融 資)

小規模事業者に対する別枠の融資
（日本政策金融公庫等。最大1,000万円）
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セーフティネット保証
一般保証とは別枠の保証
（信用保証協会。最大2.8億円）

危 機 関 連 保 証
セーフティネット保証とは別枠の保証
（信用保証協会。最大2.8億円）

信
用
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証
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き

※既往債務の
借換も可能

保証料・利子減免

※信用保証付き民間既往

債務の借換も対象

特別利子
補給制度
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第１次、第２次補正予算等による主な支援策② 第１６回基本政策部会資料より
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